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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ この項に記載の売上高については、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第71期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 40,728 43,378 43,303 84,837 90,419

経常利益 (百万円) 4,338 6,974 6,329 10,234 15,507

中間(当期)純利益 (百万円) 4,804 7,961 8,620 10,401 12,380

純資産額 (百万円) 31,994 47,410 64,554 38,824 54,625

総資産額 (百万円) 116,800 127,487 142,817 122,674 135,158

１株当たり純資産額 (円) 453.07 671.69 900.06 548.39 772.34

１株当たり 
中間(当期)純利益金額

(円) 68.02 112.78 122.17 145.81 173.62

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.39 37.19 44.46 31.65 40.42

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,654 6,529 5,505 5,063 14,593

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △353 △2,607 13,191 △1,752 △2,448

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,489 △4,339 △6,115 △10,456 △8,964

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 10,011 5,650 21,893 6,018 9,326

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員]

(名)
2,750 
[556]

2,769
[648]

2,767
[776]

2,763 
[576]

2,759
[695]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ この項に記載の売上高については、消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり配当額について、第69期中は無配のため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第71期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 39,091 41,384 41,532 81,587 86,125

経常利益 (百万円) 4,530 6,586 6,332 10,539 14,582

中間(当期)純利益 (百万円) 4,172 7,490 8,580 9,881 11,621

資本金 (百万円) 19,487 19,487 19,487 19,487 19,487

発行済株式総数 (株) 70,771,662 70,771,662 70,771,662 70,771,662 70,771,662

純資産額 (百万円) 33,421 48,276 63,865 40,420 54,915

総資産額 (百万円) 113,795 124,248 139,170 120,181 131,308

１株当たり純資産額 (円) 473.27 683.96 905.25 571.00 776.53

１株当たり 
中間(当期)純利益金額

(円) 59.07 106.11 121.61 138.44 162.95

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 6.00 7.00 12.00 14.00

自己資本比率 (％) 29.37 38.86 45.89 33.63 41.82

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員]

(名) 2,345
2,316
[239]

2,355
[297]

2,316 
[235]

2,362
[277]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業内容については重要な変更はありません。 

 主要な関係会社における異動については、「関係会社の状況」をご参照ください。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、当社（株式会社ツムラ）の100％子会社として平成18年６月22日にツム

ラライフサイエンス株式会社が設立され、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めております。ツムラ

ライフサイエンス株式会社は、平成18年10月１日付けで当社から分割された家庭用品事業を承継しており

ます。 

当社（株式会社ツムラ）は、平成18年10月17日付けで、当社が100％所有していた津村（上海）貿易有

限公司の出資持分75％を上海甫順堂貿易発展有限公司に譲渡いたしました。なお、津村（上海）貿易有限

公司は天甫（上海）国際貿易有限公司に社名を変更いたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注)１ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員に

は、臨時社員・契約社員等を含み、派遣社員は除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注)１ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、契

約社員を含み、派遣社員は除いております。 

      

(3) 労働組合の状況 

当社(株式会社ツムラ)の労働組合は、日本化学エネルギー産業労働組合連合会（ＪＥＣ連合）に加盟

しており、平成18年９月30日現在の組合員数は1,616名で、ユニオン・ショップ制を採用しておりま

す。 

なお、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

医薬品事業 2,470[643]

家庭用品事業 297[133]

合計 2,767[776]

従業員数(名) 2,355[297]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加が続いたほか、雇

用情勢の改善による好影響が個人消費にも波及し始めるなど、引き続き堅調に推移しました。 

国内医薬品市場におきましては、４月に薬価基準の改定が実施されるなど、厳しい環境下で推移しま

した。 

このような状況下、当社グループでは医療用医薬品の適正使用に関する情報の提供活動、並びに有効

性・安全性に関する情報収集・伝達活動、医薬部外品の販売促進活動の展開に努めるとともに、業務の

効率化に取り組んでまいりました。 

医薬品事業におきましては、薬価基準引き下げによる影響と販売制度の変更等により、売上高は前年

同期を若干下回る結果となりました。 

医薬部外品を中心とする家庭用品事業におきましては、引き続き「顧客満足」を事業展開の基本にお

き、販売促進活動の展開に努めるとともに、業務の効率化に取り組んできた結果、前年同期を上回る売

上高となりました。 

当中間連結会計期間の医薬品事業及び家庭用品事業を合わせた売上高は、前年同期比0.2％減の433億

３百万円となりました。 

当中間連結会計期間におきましては、引き続き全社をあげて業務の効率化を進めましたが、薬価基準

引き下げ等の影響により、売上原価率は前年同期と比べ1.6ポイント上昇いたしました。 

販売費及び一般管理費につきましては、医療用医薬品の販売制度変更に伴う販売促進費の減少等によ

り、対売上高比率で前年同期比0.3ポイント低下しました。 

また、有利子負債の減少により、支払利息が前年同期に比べ１億３千４百万円減少しました。 

これらの結果、営業利益は前年同期比8.2％減の67億８千４百万円、経常利益は前年同期比9.2％減の

63億２千９百万円となりました。 

特別損益につきましては、平成18年５月に本社ビル及び六番町ビルを売却し、売却益78億６百万円を

特別利益に、減損損失４億２千２百万円を特別損失に計上しております。 

これらの結果、中間純利益は前年同期比8.3％増の86億２千万円となりました。 



事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 医薬品事業 

医薬品事業につきましては、引き続き医師・薬剤師を対象とする講演会・研究会・勉強会・説明会や

一般市民に対する公開講座など漢方医学の啓発・普及・情報提供収集・伝達活動に総力をあげて取り組

むとともに、社内教育体制の確立と充実を図ってまいりました。 

主力製品である医療用漢方製剤においては、新薬で治療に難渋している疾患に対して、特異的に効果

を発揮する医療用漢方製剤を「育薬」処方として質の高い研究データを収集し、情報伝達を推進してま

いりました。育薬処方である「ツムラ六君子湯」「ツムラ抑肝散」「ツムラ大建中湯」は、順調に推移

しました。一方、抗真菌剤「アスタット」は薬価の引き下げが大きく影響し、売上が減少しました。さ

らに、販売制度の変更による影響と前期の花粉症流行による市場拡大の反動をカバーすることができ

ず、医療用医薬品全体では、前年同期比0.3％の減収となりました。 

また、一般用医薬品につきましては、訴求ポイントを明確に表示した症状別カテゴリー展開品が堅調

に推移したこと、新製品が好調であったこと等により、一般用医薬品市場が伸び悩む環境の中、前年同

期を大幅に上回り10.1％の増収となりました。 

以上の結果、医薬品事業全体の売上高は、前年同期比0.8％減の369億２百万円となりました。 

② 家庭用品事業 

家庭用品事業につきましては、ここ数年の重要課題であった営業利益の黒字化を前期に達成し、引き

続き販売促進活動の強化に努めるとともに、業務の改善と効率化に取り組んでまいりました。「バスク

リン」の新アイテム「やさしい さくらの香り」（平成18年１月発売）「もぎたてりんごの香り」（平

成18年８月発売）や「きき湯」の新アイテム「カルシウム炭酸湯」（平成18年３月発売）が売上に貢献

しました。一方「クールバスクリン」は、天候不順の影響を受け、梅雨時期前の売上が伸びず苦戦を強

いられました。 

以上の結果、家庭用品事業全体の売上高は、前年同期比3.9％増の64億円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べて125億６千７百万円増加し、218億９千３百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、55億５百万円の資金増となりました（前年同期

比10億２千４百万円減）。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、本社ビル及び六番町ビルの売却等により、131

億９千１百万円の資金増となりました（前年同期比157億９千８百万円増）。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、借入金の返済等により61億１千５百万円の資金

減となりました（前年同期比17億７千６百万円減）。 

その結果、当中間連結会計期間末の有利子負債残高は前連結会計期間末の476億１千１百万円から55

億２千８百万円減少し、420億８千３百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、販売計画に基づいて生産計画を立て生産しており、受注生産は行っておりません。

  

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 36,520 △2.0

 医療用医薬品 35,003 △2.9

 一般用医薬品 1,470 36.4

 その他 45 △70.4

家庭用品事業 5,981 8.7

 医薬部外品 5,481 11.5

 雑貨品 287 △14.3

 化粧品 77 △43.7

 その他 134 18.9

合計 42,502 △0.6



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ セグメント間の取引はありません。 

４ ㈱メディセオ・パルタックホールディングスは、平成17年10月１日付けで㈱パルタックと経営統合した㈱メ

ディセオホールディングスより商号変更しております。なお、前中間連結会計期間における販売実績は合計

7,629百万円であります。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 36,902 △0.8

 医療用医薬品 35,236 △0.3

 一般用医薬品 899 10.1

 その他 767 △28.0

家庭用品事業 6,400 3.9

 医薬部外品 4,826 5.6

 雑貨品 311 △9.9

 化粧品 86 △35.4

 その他 1,176 5.7

合計 43,303 △0.2

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱メディセオ・パルタッ
クホールディングス

― ― 8,025 18.5

アルフレッサ ホールディ
ングス㈱

6,704 15.5 7,345 17.0

㈱スズケン 5,148 11.9 5,046 11.7



３ 【対処すべき課題】 

当社グループが将来に向けて成長・発展し続けるために克服すべき主な課題は、以下に掲げる項目で

あると考えております。 

  

(1)経営資源の効率的投下と経営改善のさらなる推進 

当社グループでは、今後医療用漢方製剤の需要増加に伴う生産設備の拡充、中国子会社等への投資並

びに国際展開に伴う研究開発投資等を実施していかなければなりませんが、その資金調達及び効率的投

下が当面の最重要課題であります。また、将来を見据えた人的資源の確保と効率的投下も大きな課題と

なります。 

 資本効率の改善とさらなる収益率向上を図る施策のひとつとして、平成18年３月に本社ビル及び六番

町ビルの売却を決定し、平成18年５月末に物件の引き渡しを完了しました。なお、１年間の賃貸借契約

を締結し、引き続き両ビルを本社として使用しておりますが、平成19年５月から東京都港区の賃貸物件

に本社機能を移転する予定であります。今後も、改善施策を吟味し、さらなる利益拡大に全力をあげて

取り組んでまいります。 

 一方、有利子負債については、本社ビル等の売却収入の一部を返済に充てるなど積極的に圧縮を進

め、平成19年３月期末に357億円となる予定であります。 

  

(2)「漢方医学の確立」に向けた取り組み 

当社グループは、「漢方医学の普及」を推進するため、医師・薬剤師を対象とする講演会・説明会は

もとより、一般市民に対する公開講座など漢方医学の啓発・普及・情報提供収集活動に総力をあげて取

り組んでまいりました。今後は、これをさらに推し進め「漢方医学の確立」という次のステップを目指

してまいります。 

 すでに医学部を持つ全国80大学のすべてにおいて漢方医学教育が導入されており、その授業コマ数の

増加など教育内容の充実が進み、漢方外来の設置数が増加しております。また、多くの医学会におい

て、漢方に関するテーマが取り上げられ、海外の学会における発表と相俟って、漢方の治療効果への評

価が高まってまいりました。 

 当社グループでは、最終的に漢方医学が医師国家試験問題に採択されて、初めて漢方医学が日本の医

学として真に確立されたことになると考えております。この目標に向かって、「漢方医学の普及活動」

をさらに充実・強化してまいります。 

  

(3)家庭用品事業の継続と自立 

営業赤字が続いていた家庭用品事業は、平成18年３月期に営業黒字化を達成しました。 

 今後、継続的に当社グループの収益向上に寄与するためには、さらなる間接費の負担軽減を推し進

め、事業の継続と自立を目指す必要があります。しかしながら、当社（株式会社ツムラ）の主力である

医薬品事業とは、業態が大きく異なっており、現在の形態では限界があることから、この事業を分社す

ることが最適であると判断し、平成18年10月から100％子会社（ツムラライフサイエンス株式会社）と

して、新たに活動を始めました。 

 今後、この事業の競争力を高めるため、環境変化に柔軟に対応できる効率の良い体制ヘの転換が重要

な課題となります。 

  

(4)「漢方の国際化」の推進 

漢方の米国における医療用医薬品としての承認取得を目的に臨床試験を計画・推進しております。 



 「ツムラ桂枝茯苓丸」については、ミネソタ大学により米国ＦＤＡ（米国食品医薬品局）に対して

申請されたＩＮＤ（治験薬使用許諾）に基づき、同大学において第Ⅱ相臨床試験を実施してまいりまし

た。このたび入手した中間解析結果において、「ツムラ桂枝茯苓丸」はプラセボに比して改善傾向が認

められました。しかしながら、今後第Ⅲ相臨床試験に進むためには、今回の結果を基に試験デザインを

変更した追加第Ⅱ相臨床試験の実施が必要であると判断しました。このことから、今後、コマーシャル

ＩＮＤ注）の取得、追加第Ⅱ相臨床試験の実施を前提に準備を進めてまいります。 

 「ツムラ大建中湯」については、平成17年５月に「手術直後のイレウス」を対象疾患としたコマーシ

ャルＩＮＤ申請を行い、現在、第Ⅱ相臨床試験を実施中です。 

 今まで米国において植物薬が医療用医薬品として認可されたことはなく、上市されれば「漢方の国際

化」の大きな契機になると考えます。 

 その意味でも米国での開発を「漢方の国際化」のための最重要課題と位置づけ、注力してまいりま

す。 

 注）コマーシャルＩＮＤとは、企業が主体となり、米国ＦＤＡに対して申請する治験薬使用許諾を指

します。 

  

(5)生産能力の増強と製品の安定供給 

当社グループの目指す目標をあてはめ、営業の状況を中長期的にみると、医療用漢方製剤は、今後一

層の需要拡大が見込まれます。現行生産設備の生産能力やメンテナンスサイクルを考え生産に関するリ

スクをヘッジし、安定供給を行うため茨城工場の増設計画を決定し、平成19年１月稼動を目指して準備

を進めております。 

 今後、静岡・茨城の国内両工場と漢方エキス末の一部を製造する上海津村製薬有限公司の工場を含め

た３工場体制で、漢方製剤の安定供給体制を一層充実してまいります。 

  

(6)「生薬・漢方研究の充実」 

当社グループは、「漢方医学の確立」を図るため、生薬及び漢方の研究に特化し、資金や人材等の研

究開発資源をこれらに集中投下しております。国内におきましては「育薬」という観点から、近年の疾

病構造を見据え、新薬で治療に難渋している疾患で、漢方が特異的に効果を発揮する疾患に的を絞り、

薬効に関する基礎及び臨床の研究を推進してまいります。一方、米国における漢方製剤の研究開発活動

の推進も重要な課題となります。 

 また、高品質で均一なエキス製剤を安定供給するため、原料生薬の流通ルートの整理や生薬の安定確

保のための栽培化研究、残留農薬・重金属に関する安全性を保証する品質管理の確立や遺伝子鑑定を含

めた精度の高い品質評価方法などが課題となります。平成18年10月に生薬本部の新設及び研究開発本部

の再編等を実施し、この課題に取り組む体制を整えました。 

  

(7)グループ経営の効率化 

当社グループは、経営改善の一環として、グループ経営のあり方を改めて検討し、改善を進めており

ます。平成18年10月１日付けで、家庭用品事業を当社の100％子会社であるツムラライフサイエンス株

式会社に承継しました。家庭用品事業は当社（株式会社ツムラ）の主力である医薬品事業とは業態が大

きく異なっていることなどから、間接費用の負担軽減等により事業の継続と自立を強力に推し進めるた

めに組織を再編することとしたものです。 

 今後も、グループ経営の効率化をゼロベースで検討し、改善を進めてまいります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、医薬品事業・家庭用品事業において、以下の研究開発に取り組んでおります。 

  

医薬品事業につきましては、当社グループ最大の強みである「生薬・漢方」研究への重点化と集中化

を推し進め、さらなる成果をあげるべく、①育薬、②原料生薬の安定確保、③原料生薬の品質向上、④

漢方製剤の品質管理技術の向上、⑤国際展開、を重点テーマに作業を継続実施してまいりました。具体

的には、育薬処方である「ツムラ抑肝散」、「ツムラ六君子湯」、「ツムラ大建中湯」の臨床研究並び

に薬理研究を充実させ、また、原料生薬に関しては新たな栽培化研究や、遺伝子鑑定を含めた精度の高

い品質評価方法の確立、並びに残留農薬・重金属の分析技術の確立を目指した品質確保の為の研究を推

進してまいりました。さらに、「漢方の国際化」の推進にあたっては、「ツムラ桂枝茯苓丸」、「ツム

ラ大建中湯」の米国上市を視野に、それぞれ「更年期に伴うホットフラッシュ」、「手術直後のイレウ

ス」を対象に米国国内において第Ⅱ相臨床試験を実施し、また、製剤の品質管理技術の向上研究にも積

極的に取り組んでまいりました。今後もこれらを中心に継続・実施し、成果をあげてまいります。な

お、再評価指定を受けた医療用漢方製剤８品目につきましては、有用性を確認する再評価試験を終了

し、行政当局への報告書を提出しております。 

当中間連結会計期間における研究開発費は、22億９千４百万円であります。 

  

家庭用品事業につきましては、本物のもぎたてりんごに基づいた香りを開発し、平成18年８月に「バ

スクリン もぎたてりんごの香り」を追加発売いたしました。平成18年９月には、スキンケアタイプ商

品であります薬用入浴液「ソフレ」及び薬用ボディソープ「ソフレ」をリニューアルし、容器を女性に

も持ちやすくするとともに、詰め替え時に使いやすいよう改良を加えました。また、薬用入浴液につい

ては、嗜好性の高いグリーンフローラル系の香りを開発し、「ソフレ ミルキーグリーンの香り」を新

たに追加いたしました。 

当中間連結会計期間における研究開発費は、１億２千４百万円であります。 

  

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、24億１千９百万円（人件費12億１千万円、

減価償却費１億４百万円、その他11億４百万円）であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更及び重要な設備の新設、除却等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

(2)重要な設備計画の完了 

前連結会計年度に計画していた重要な設備の新設、除却等の計画のうち、当中間連結会計期間に完了

したものは、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
(事業所名)

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容 売却額（百万円） 完了年月
売却による 
減少能力

株式会社 
ツムラ 
(本社ビル等)

東京都 
千代田区

全社共通
本社施設の
売却

               15,200 H18.5 －



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 70,771,662 70,771,662
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 70,771,662 70,771,662 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 70,771,662 ― 19,487 ― 1,940



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 7,672 10.84

エイチエスビーシーファンドサー
ビシイズスパークスアセットマネ
ジメントコーポレイテッド 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店）

１QUEEN’S ROAD CENTRAL HONG KONG
（東京都中央区日本橋３－11－１）

4,314 6.10

エイチエスビーシーファンドサー
ビシイズスパークスアセットマネ
ジメントリミテッドユーエスクラ
イアント 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店）

C/O SPARX INVESTMENT + 
RESEARCH,USA, INC.360 MADISON  
AVENUE,22ND FLOOR NEW YORK,NEW YORK  
10017 USA 
（東京都中央区日本橋３－11－１）

3,671 5.19

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 3,336 4.71

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,697 3.81

指定単受託者三井アセット 
信託銀行㈱１口 
（常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行㈱）

東京都港区芝３－23－１
（東京都中央区晴海１－８－11）

2,209 3.12

ツムラ従業員持株会 東京都千代田区二番町12－７ 1,901 2.69

第一製薬㈱ 東京都中央区日本橋３－14－10 1,525 2.15

大日本住友製薬㈱ 大阪府大阪市中央区道修町２－６－８ 1,092 1.54

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー505019 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 
IFSC DUBLIN,IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

1,062 1.50

計 ― 29,479 41.65



(注) １  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより平成18年８月15日付で提出された大量保有に関する変更報告

書によれば、平成18年７月31日現在で4,242千株を所有している旨の報告を受けております。 

   なお、㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループにある三菱ＵＦＪ信託銀行㈱の平成18年９月30日現在での

実質所有株式数については、当社として確認ができませんので、上記大株主の状況には考慮しておりませ

ん。 

   ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの大量保有に関する変更報告書の内容は、以下のとおりでありま

す。 

 
２ 上記(大株主の状況)の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

       日本トラスティ・サービス信託銀行㈱           7,672千株 

       日本マスタートラスト信託銀行㈱             3,336千株 

       指定単受託者三井アセット信託銀行㈱           2,209千株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
 の割合（％）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１   2,697 3.81

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５   1,199 1.69

三菱ＵＦＪ証券㈱ 東京都千代田区丸の内２－４－１    28 0.04

三菱ＵＦＪ投信㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５         54 0.08

エム・ユー投資顧問㈱ 東京都中央区日本橋室町３－２－15        263 0.37

計 －   4,242 5.99



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式554株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の中には、証券保管振替機構名義の株式が39千株(議決権の数39個)含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が２千株(議決権の数２個)ありま

す。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 221,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

70,017,000
70,017 ―

単元未満株式  
普通株式 533,662 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 70,771,662 ― ―

総株主の議決権 ― 70,017 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ツムラ

東京都千代田区二番町 
12－７

221,000 ― 221,000 0.31

計 ― 221,000 ― 221,000 0.31

月別
平成18年 
４月

 
５月 ６月 ７月 ８月

 
９月

最高(円) 3,320 3,560 3,440 3,360 3,130 3,010

最低(円) 3,000 3,050 2,830 2,835 2,825 2,695



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 5,667 21,964  9,389

２ 受取手形及び売掛金 ※２ 26,833 27,621 27,898

３ 有価証券 20 ― ―

４ たな卸資産 15,775 17,351 16,468

５ その他 5,754 3,611 3,613

貸倒引当金 △60 △12 △60

流動資産合計 53,989 42.4 70,536 49.4 57,309 42.4

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物及び構築物 53,624 45,788 53,070

(2) 機械装置
及び運搬具

26,489 26,626 26,921

(3) 工具器具備品 9,295 7,973 8,745

(4) 減価償却累計額 △59,448 29,961 △54,081 26,306 △58,671 30,065

(5) 土地 15,788 11,046 15,635

(6) 建設仮勘定 3,105 4,468 2,796

有形固定資産合計 48,855 38.3 41,822 29.3 48,497 35.9

２ 無形固定資産 1,354 1.0 1,356 0.9 1,410 1.0

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 20,216 26,246 24,707

(2) 長期貸付金 173 52 159

(3) その他 3,165 3,018 3,324

貸倒引当金 △270 △216 △253

投資その他の資産 
合計

23,285 18.3 29,100 20.4 27,939 20.7

固定資産合計 73,494 57.6 72,279 50.6 77,846 57.6

Ⅲ 繰延資産 2 0.0 1 0.0 2 0.0

資産合計 127,487 100.0 142,817 100.0 135,158 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 ※1,2 6,977 3,593 3,765

２ 短期借入金 ※１ 36,518 33,651 35,630

３ 未払法人税等 152 5,464 633

４ 返品調整引当金 99 74 93

５ その他 ※２ 8,163 12,664 13,072

流動負債合計 51,911 40.7 55,448 38.8 53,194 39.4

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※１ 15,022 8,282 11,830

２ 預り保証金 6,623 5,984 6,439

３ 繰延税金負債 1,977 4,613 3,988

４ 再評価に係る 
  繰延税金負債

1,522 1,803 1,803

５ 退職給付引当金 1,754 1,764 1,858

６ 役員退職慰労引当金 208 210 211

７ その他 157 155 155

固定負債合計 27,266 21.4 22,815 16.0 26,287 19.4

負債合計 79,178 62.1 78,263 54.8 79,482 58.8

(少数株主持分)

少数株主持分 898 0.7 ― ― 1,051 0.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 19,487 15.3 ― ― 19,487 14.4

Ⅱ 資本剰余金 1,940 1.5 ― ― 1,940 1.4

Ⅲ 利益剰余金 22,435 17.6 ― ― 26,013 19.2

Ⅳ 土地再評価差額金 257 0.2 ― ― 669 0.5

Ⅴ その他有価証券
評価差額金

4,281 3.4 ― ― 7,125 5.3

Ⅵ 為替換算調整勘定 △772 △0.6 ― ― △332 △0.2

Ⅶ 自己株式 △219 △0.2 ― ― △278 △0.2

資本合計 47,410 37.2 ― ― 54,625 40.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計

127,487 100.0 ― ― 135,158 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 19,487 ―

 ２ 資本剰余金 ― 1,940 ―

 ３ 利益剰余金 ― 33,948 ―

 ４ 自己株式 ― △323 ―

   株主資本合計 ― ― 55,053 38.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 8,037 ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 186 ―

 ３ 土地再評価差額金 ― 670 ―

 ４ 為替換算調整勘定 ― △448 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 8,445 5.9 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 1,054 0.7 ― ―

   純資産合計 ― ― 64,554 45.2 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 142,817 100.0 ― ―

 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 43,378 100.0 43,303 100.0 90,419 100.0

Ⅱ 売上原価 13,222 30.5 13,883 32.1 28,000 31.0

売上総利益 30,155 69.5 29,419 67.9 62,419 69.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 22,766 52.5 22,635 52.2 45,951 50.8

営業利益 7,389 17.0 6,784 15.7 16,467 18.2

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 8 13

受取配当金 142 160 244

為替差益 118 3 261

持分法による 
投資利益

15 39 20

その他 97 378 0.9 99 311 0.7 279 818 0.9

Ⅴ 営業外費用

支払利息 733 599 1,476

たな卸資産 
処分損

― 104 238

その他 59 792 1.8 62 765 1.8 63 1,778 1.9

経常利益 6,974 16.1 6,329 14.6 15,507 17.2

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※２ 59 7,807 143

投資有価証券売却益 63 ― 219

貸倒引当金戻入額 25 25 42

退職給付制度改定 
に伴う利益

329 478 1.1 ― 7,833 18.1 329 734 0.8

Ⅶ 特別損失

過年度損益修正損 ― ― 214

固定資産売却損 ※３ 5 0 33

固定資産除却損 ※４ 58 94 121

減損損失 ※５ 259 564 933

投資有価証券等 
売却損

― ― 9

投資有価証券等 
評価損

1 ― 15

投資資産等評価損 2 ― 2

その他 ※６ 1 328 0.8 1 661 1.5 184 1,515 1.7

税金等調整前 
中間(当期)純利益

7,124 16.4 13,501 31.2 14,726 16.3

法人税、住民税 
及び事業税

49 5,381 515

法人税等調整額 △921 △871 △2.0 △520 4,861 11.3 1,731 2,247 2.5

少数株主利益 34 0.0 20 0.0 99 0.1

中間(当期)純利益 7,961 18.4 8,620 19.9 12,380 13.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
(注)従業員奨励及び福利基金は、中国所在の子会社が当該国の法令に基づいて設定したものであります。 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の

連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,940 1,940

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 1,940 1,940

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 16,226 16,226

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 7,961 7,961 12,380 12,380

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 847 1,270

   役員賞与 105 105

   土地再評価差額金取崩額 799 1,211

   従業員奨励及び福利基金 (注) ― 1,751 5 2,593

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 22,435 26,013

 



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,487 1,940 26,013 △278 47,162

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △564 △564

 役員賞与（注） △120 △120

 中間純利益 8,620 8,620

 土地再評価差額金の取崩 △0 △0

 自己株式の取得 △44 △44

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 7,935 △44 7,890

平成18年９月30日残高(百万円) 19,487 1,940 33,948 △323 55,053

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,125 ― 669 △332 7,462 1,051 55,676

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △564

 役員賞与（注） △120

 中間純利益 8,620

 土地再評価差額金の取崩 △0

 自己株式の取得 △44

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

911 186 0 △115 983 3 986

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

911 186 0 △115 983 3 8,877

平成18年９月30日残高(百万円) 8,037 186 670 △448 8,445 1,054 64,554



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 7,124 13,501 14,726

 ２ 減価償却費 1,341 1,275 2,761

 ３ 減損損失 259 564 933

 ４ 貸倒引当金の減少額(△) △ 23 △85 △41

 ５ 受取利息及び受取配当金 △ 146 △169 △257

 ６ 支払利息 733 599 1,476

 ７ 持分法による投資損益 △ 15 △39 △20

 ８ 有形固定資産除却・売却損益 5 △7,711 12

 ９ 売上債権の減少額 1,287 266 274

 10 たな卸資産の増加額(△) △ 40 △883 △634

 11 仕入債務の増加額・減少額(△) 608 △95 426

 12 有価証券の売却・償還損益 △ 63 ― △210

 13 投資有価証券等評価損 1 ― 15

 14 退職給付引当金の減少額(△) △ 3,073 △94 △2,969

 15 投資資産等評価損 2 ― 2

 16 その他 △ 761 △609 △468

    小計 7,241 6,520 16,030

 17 利息及び配当金の受取額 145 169 273

 18 利息の支払額 △ 744 △620 △1,502

 19 法人税等の支払額 △ 113 △563 △207

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
6,529 5,505 14,593



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △ 2,543 △1,246 △4,063

 ２ 有形固定資産の売却による収入 124 14,064 1,656

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △ 47 △49 △129

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △ 350 △6 △356

 ５ 投資有価証券の 

   売却・償還による収入
102 ― 540

 ６ 貸付による支出 △ 11 △4 △24

 ７ 貸付金の回収による収入 31 111 59

 ８ 定期預金の預入による支出 △ 7 △46 △88

 ９ 定期預金の払戻による収入 29 39 64

 10 その他投資の取得による支出 △ 114 △192 △343

 11 その他投資の 

   売却・回収による収入
178 523 235

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 2,607 13,191 △2,448

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 10,192 873 14,070

 ２ 短期借入金の返済による支出 △ 10,333 △2,651 △15,029

 ３ 長期借入れによる収入 ― 30 30

 ４ 長期借入金の返済による支出 △ 3,367 △3,765 △6,722

 ５ 自己株式の取得による支出 △ 42 △44 △101

 ６ 少数株主による増資引受収入 4 5 4

 ７ 配当金の支払額 △ 843 △562 △1,266

 ８ その他 50 ― 50

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 4,339 △6,115 △8,964

Ⅳ 現金及び現金同等物に 

  係る換算差額
49 △15 127

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額・ 

  減少額(△)
△ 368 12,567 3,308

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 6,018 9,326 6,018

Ⅶ 現金及び現金同等物 

  中間期末(期末)残高
5,650 21,893 9,326



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 ８社

(うち５社は在外法人)

日本生薬㈱

   ㈱ロジテムツムラ

   ㈱クリエイティブサービス

   深圳津村薬業有限公司

   上海津村製薬有限公司

   津村(上海)貿易有限公司

   TSUMURA USA, INC.

   PACIFIC MARKETING 

   ALLIANCE, INC.

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 ８社

(うち５社は在外法人)

   ㈱ロジテムツムラ

   ㈱クリエイティブサービス

   深圳津村薬業有限公司

   上海津村製薬有限公司

   津村(上海)貿易有限公司

   TSUMURA USA, INC.

   PACIFIC MARKETING 

   ALLIANCE, INC.

   ツムラ ライフサイエンス㈱

 なお、ツムラライフサイエン

ス株式会社については、当中間

連結会計期間において新たに設

立したことにより連結の範囲に

含めております。

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 ７社

(うち５社は在外法人)

   ㈱ロジテムツムラ

   ㈱クリエイティブサービス

   深圳津村薬業有限公司

   上海津村製薬有限公司

   津村(上海)貿易有限公司

   TSUMURA USA, INC.

   PACIFIC MARKETING 

   ALLIANCE, INC.

 なお、日本生薬株式会社は、

平成17年10月１日付けで当社

（株式会社ツムラ）と合併し、

子会社ではなくなりましたので

連結の範囲から除外しておりま

す。 

 また、継続会社であった期間

の損益については、連結財務諸

表の中に含めております。

 (ロ)主要な非連結子会社名

   ㈱臨床情報センター

他３社

 (ロ)主要な非連結子会社名

同左

 (ロ)主要な非連結子会社名 

       同左

 (ハ)非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

 非連結子会社４社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いてお

ります。

 (ハ)非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

       同左

 (ハ)非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

 非連結子会社４社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除いており

ます。

２ 持分法の適用に関する事項

 (イ)持分法適用の関連会社数

１社

   四川川村中薬材有限公司

２ 持分法の適用に関する事項

 (イ)持分法適用の関連会社数

       同左

   

２ 持分法の適用に関する事項

 (イ)持分法適用の関連会社数

       同左

 (ロ)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち、主要

な会社等の名称

   ㈱臨床情報センター

   吉林林村中薬開発有限公司

   湖北湖村中薬材開発有限公司

他２社

 (ロ)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち、主要

な会社等の名称

同左

 (ロ)持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち、主要

な会社等の名称

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (ハ)持分法を適用しない理由

 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社について

は、中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外し

ております。

 (ハ)持分法を適用しない理由

同左

 (ハ)持分法を適用しない理由

 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社について

は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外し

ております。

 (ニ)持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認め

られる事項

 持分法適用会社のうち、中間

決算日が異なる会社について

は、当該会社の中間会計期間に

係る財務諸表を使用しておりま

す。

 (ニ)持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認め

られる事項

同左

 (ニ)持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認め

られる事項

 持分法適用会社のうち、決算

日が異なる会社については、当

該会社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社のうち深圳津村薬業

有限公司、上海津村製薬有限公

司、津村(上海)貿易有限公司、

TSUMURA  USA,  INC.及びPACIFIC 

MARKETING ALLIANCE, INC.の中間

決算日は６月30日であります。

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては同決算日現在の中間財務諸

表を使用しております。

 なお、同決算日と中間連結決算

日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上必要な調整を行っ

ております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連結子会社のうち深圳津村薬業

有限公司、上海津村製薬有限公

司、津村(上海)貿易有限公司、

TSUMURA  USA,  INC.及びPACIFIC 

MARKETING ALLIANCE, INC.の決算

日は12月31日であります。

 連結財務諸表の作成に当たって

は同決算日現在の財務諸表を使用

しております。

 なお、同決算日と連結決算日と

の間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。

４ 会計処理基準に関する事項

 中間連結財務諸表作成の基礎と

なった会計処理基準は次のとおり

であります。

４ 会計処理基準に関する事項

 中間連結財務諸表作成の基礎と

なった会計処理基準は次のとおり

であります。

４ 会計処理基準に関する事項

 連結財務諸表作成の基礎となっ

た会計処理基準は次のとおりであ

ります。

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定しております。)

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は、移動平均法により

算定しております。)

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定し

ております。)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ② たな卸資産

 主として総平均法による原

価法

 在外子会社は個別法または

総平均法による原価法

  ② たな卸資産

同左

 

 

  ② たな卸資産

同左

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

 親会社における茨城工場及

び研究所と連結子会社につい

ては定額法、その他は定率法

によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)に

ついては、定額法によってお

ります。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

    建物及び構築物 ３～65年

    機械装置及び運搬具

３～17年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

  ② 無形固定資産及び長期前払

費用

    定額法

 ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。

 なお、長期前払費用の償却

期間については、主として法

人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

  ② 無形固定資産及び長期前払

費用

同左

  ② 無形固定資産及び長期前払

費用

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

 受取手形、売掛金等の貸倒

れによる損失に備えるため、

貸倒実績率による計算額を計

上しているほか、貸倒懸念債

権等特定の債権に対する回収

不能見込額を個別に見積って

計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 返品調整引当金

 親会社は中間連結決算日後

の返品損失に備えて、法人税

法に基づき同法による限度相

当額を計上しております。

  ② 返品調整引当金

 親会社は中間連結決算日後

の返品損失に備えて、将来の

返品見込損失額のうち当中間

連結会計期間の負担額を計上

しております。

  ② 返品調整引当金

 親会社は連結決算日後の返

品損失に備えて、法人税法に

基づき同法による限度相当額

を計上しております。



 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ③ 退職給付引当金

 親会社及び主要な連結子会

社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費

用処理しております。

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

（追加情報）

 親会社は、確定拠出年金法

の施行に伴い、平成17年４月

１日に適格退職年金制度につ

いて、規約型企業年金である

キャッシュバランスプランと

確定拠出型年金を組み合わせ

た退職給付制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用

しております。

 本移行に伴う影響額329百

万円を特別利益に計上してお

ります。

  ③ 退職給付引当金

 親会社及び主要な連結子会

社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費

用処理しております。

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

  ③ 退職給付引当金

 親会社及び主要な連結子会

社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上

しております。

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費

用処理しております。

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

（追加情報）

 親会社は、確定拠出年金法

の施行に伴い、平成17年４月

１日に適格退職年金制度につ

いて、規約型企業年金である

キャッシュバランスプランと

確定拠出型年金を組み合わせ

た退職給付制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用

しております。

 本移行に伴う影響額329百

万円を特別利益に計上してお

ります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ④ 役員退職慰労引当金

 親会社につきましては、取

締役及び監査役の報酬制度を

見直し、退職慰労金制度廃止

に伴う打ち切り支給議案が平

成17年６月29日開催の定時株

主総会にて承認可決されてお

ります。本制度の廃止に伴い

取締役及び監査役に対し、同

総会終結時までの在任期間に

相当する退職慰労金を各取締

役及び監査役の退任時に支給

する旨の決議をしておりま

す。

 従って、当該決議以降、親

会社の取締役及び監査役に係

る役員退職慰労引当金はあら

たに発生しておらず、当中間

連結会計期間末における役員

退職慰労引当金残高は当該決

議以前から在職している役員

に対する支給予定額でありま

す。

 ただし、親会社の執行役員

の退職慰労金については、内

規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。

 主要な連結子会社につきま

しては、役員の退職慰労金の

支出に備えて、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。

  ④ 役員退職慰労引当金

同左

 

  ④ 役員退職慰労引当金

 親会社につきましては、取

締役及び監査役の報酬制度を

見直し、退職慰労金制度廃止

に伴う打ち切り支給議案が平

成17年６月29日開催の定時株

主総会にて承認可決されてお

ります。本制度の廃止に伴い

取締役及び監査役に対し、同

総会終結時までの在任期間に

相当する退職慰労金を各取締

役及び監査役の退任時に支給

する旨の決議をしておりま

す。

 従って、当該決議以降、親

会社の取締役及び監査役に係

る役員退職慰労引当金はあら

たに発生しておらず、当連結

会計年度末における役員退職

慰労引当金残高は当該決議以

前から在職している役員に対

する支給予定額であります。

 ただし、親会社の執行役員

の退職慰労金については、内

規に基づく期末要支給額を計

上しております。

 主要な連結子会社につきま

しては、役員の退職慰労金の

支出に備えて、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

 なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

 なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めておりま

す。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

 なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分

及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、主として通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

 主として繰延ヘッジ処理を

採用しております。

 なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利ス

ワップ及び金利オプションに

ついては特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を

採用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ・ヘッジ手段

為替予約、金利スワップ及

び金利オプション

   ・ヘッジ対象

外貨建予定取引、短期借入

金及び長期借入金

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ・ヘッジ手段

同左

   ・ヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ・ヘッジ手段

同左

   ・ヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

 主として運用管理規則に則

って為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジしており

ます。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

 全て振当処理、特例処理を

採用しているため、有効性評

価は行っておりません。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) その他

   消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

 (7) その他

   消費税等の会計処理

同左

 (7) その他

   消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基

準）

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を

当中間連結会計期間から適用して

おります。

これにより税金等調整前中間純

利益は259百万円減少しておりま

す。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。

―――――

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等）

 当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用

しております。

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、63,312百万円であ

ります。

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。

（固定資産の減損に係る会計基

準）

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を

当連結会計年度から適用しており

ます。

これにより税金等調整前当期純

利益は931百万円減少しておりま

す。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

しております。

―――――



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

―――――  （中間連結損益計算書関係）

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めていた「たな卸資産処分損」は営業外費用

の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間から区

分掲記しております。なお、前中間連結会計期間は営

業外費用の「その他」に27百万円含まれております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 担保資産 ※１ 担保資産 ※１ 担保資産

 

有形固定資産のうち次のもの

を短期借入金139百万円、長期

借入金(「１年内返済予定長期

借入金」を含む )14,361 百万

円、合計14,500百万円の担保に

供しております。

工場財団

建物及び 
構築物

11,811百万円

機械装置及び 
運搬具

2,357百万円

工具器具備品 556百万円

土地 8,009百万円

計 22,735百万円

有形固定資産のうち次のもの

を支払手形27百万円、短期借入

金149百万円及び長期借入金

(「１年内返済予定長期借入

金」を含む)9,547百万円、合計

9,723百万円の担保に供してお

ります。

工場財団

建物及び
構築物

11,499百万円

機械装置及び
運搬具

2,261百万円

工具器具備品 547百万円

土地 8,009百万円

計 22,318百万円
 

有形固定資産のうち次のもの

を短期借入金158百万円、長期

借入金(「１年内返済予定長期

借入金」を含む )11,887 百万

円、合計12,045百万円の担保に

供しております。

工場財団

建物及び
構築物

11,683百万円

機械装置及び 
運搬具

2,313百万円

工具器具備品 538百万円

土地 8,009百万円

計 22,544百万円

 

財団以外のもの

建物及び 
構築物

2,899百万円

土地 4,551百万円

計 7,450百万円

合計 30,186百万円

当中間連結会計期間末におい

て、上記以外の有形固定資産

4,237百万円の物件に、根抵当

権（極度額2,400百万円）を設

定しております。

 

財団以外のもの

建物及び
構築物

1,220百万円

土地 612百万円

計 1,833百万円

合計 24,151百万円

当中間連結会計期間末におい

て、上記以外の有形固定資産

1,421百万円の物件に、根抵当

権（極度額150百万円）を設定

しております。

 

財団以外のもの

建物及び
構築物

1,985百万円

土地 3,860百万円

計 5,846百万円

合計 28,390百万円

当連結会計年度末において、

上記以外の有形固定資産4,204

百万円の物件に、根抵当権（極

度額2,400百万円）を設定して

おります。

――――― ※２  中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

満期日に決済が行われたもの

として処理をしております。 

 なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の当中間連結会

計期間末日満期手形を満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。

 受取手形 572百万円

 支払手形 304百万円

 流動負債 
「その他」 
（設備関係 
 支払手形）

23百万円

―――――



  

 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

 ３ 当社グループは運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

４行とコミットメントライン契

約を締結しております。この契

約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

 

 ３ 当社グループは運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

４行とコミットメントライン契

約を締結しております。この契

約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高等は次のと

おりであります。

 

 ３ 当社グループは運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

４行とコミットメントライン契

約を締結しております。この契

約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。

 

 

貸出コミットメントライン

の総額 10,401百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 10,401百万円
 

 

貸出コミットメントライン

の総額 10,504百万円

借入実行残高 ― 百万円

支払手形に対する

保証実行残高
27百万円

差引額 10,477百万円
 

 

貸出コミットメントライン

の総額 10,438百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 10,438百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

 販売促進費 2,926百万円

 広告宣伝費 1,293百万円

 販売感謝金 2,369百万円

 給料諸手当 7,552百万円

 研究開発費 2,489百万円

 退職給付
 費用

362百万円

 貸倒引当金
 繰入額

1百万円

 役員退職慰労
引当金繰入額

20百万円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

 販売促進費 2,514百万円

 広告宣伝費 1,281百万円

 販売感謝金 2,466百万円

 給料諸手当 7,942百万円

 研究開発費 2,419百万円

 退職給付
 費用

291百万円

 貸倒引当金
 繰入額

0百万円

 役員退職慰労
引当金繰入額

5百万円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

 販売促進費 6,397百万円

 広告宣伝費 2,895百万円

 販売感謝金 4,789百万円

 給料諸手当 15,190百万円

 研究開発費 4,856百万円

退職給付
費用

726百万円

貸倒引当金 
 繰入額

2百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

26百万円

 

※２ 内訳は次のとおりでありま

す。

土地 59百万円

※２ 内訳は次のとおりでありま

す。

 建物及び
 構築物

181百万円

 機械装置及び
 運搬具

1百万円

 工具器具備品 0百万円

 土地 7,623百万円

※２ 内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び 
 構築物

20百万円

機械装置及び 
 運搬具

0百万円

工具器具備品 0百万円

土地 122百万円

 

※３ 内訳は次のとおりでありま

す。

 建物及び
 構築物

5百万円

 機械装置及び
 運搬具

0百万円

 土地 0百万円

 

※３ 内訳は次のとおりでありま

す。

 建物及び
 構築物

0百万円

※３ 内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

6百万円

機械装置及び 
 運搬具

2百万円

工具器具備品 0百万円

土地 24百万円

※４ 内訳は次のとおりでありま

す。

 建物及び
 構築物

14百万円

 機械装置及び
 運搬具

4百万円

 工具器具備品 39百万円

※４ 内訳は次のとおりでありま

す。

 建物及び
 構築物

22百万円

 機械装置及び
 運搬具

61百万円

 工具器具備品 10百万円

※４ 内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

41百万円

機械装置及び
運搬具

16百万円

 工具器具備品 64百万円



  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※５ 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類

静岡県伊豆の国市遊休地 土地、構築物

静岡県駿東郡小山

町
遊休地

土地、構築物 

等

静岡県菊川市 遊休地 土地、構築物

静岡県藤枝市 遊休地
土地、建物 

等

群馬県甘楽郡下仁

田町
遊休地 土地

 当社グループは、事業の種

類別セグメントを基礎として

製品の性質、市場の類似性を

勘案して事業用資産をグルー

ピングしており、事業の用に

直接供していない遊休資産に

ついては個々にグルーピング

しております。

 事業用資産については減損

の兆候はありませんでした

が、上記の資産グループにつ

いては、遊休状態であり、帳

簿価額に対し市場価格が下落

しており、今後の使用見込み

が未確定なため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（259百

万円）として特別損失に計上

いたしました。

 その内訳は、建物36百万

円、構築物25百万円、機械装

置4百万円、工具器具備品0百

万円、土地192百万円であり

ます。

 なお、当資産グループの回

収可能価額は、正味売却価額

を適用し、時価は原則として

不動産鑑定基準に基づく鑑定

評価によっておりますが、重

要性のない物件については、

固定資産税評価額に基づいて

おります。

 

※５ 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類

東京都千代田区
本社 

ビル
建物 等

東京都千代田区 絵画 工具器具備品

東京都中央区 事務所 建物

 当社グループは、事業の種

類別セグメントを基礎として

製品の性質、市場の類似性を

勘案して事業用資産をグルー

ピングしており、事業の用に

直接供していない遊休資産に

ついては個々にグルーピング

しております。

 本社ビル（土地、建物等）

については、平成18年３月末

において契約に基づき売却価

格が決定されておりました

が、その後、平成18年５月末

の売却時点までに資産の種類

ごとの売却価格を検討した結

果に基づき、今期において建

物等について、帳簿価額と売

却価格との差額を減損損失と

して特別損失に計上しており

ます。なお、土地について

は、特別利益として売却益

7,333百万円を計上しており

ます。

 絵画については、当該資産

の売却に伴うものであり、帳

簿価額と売却価格との差額を

減損損失として特別損失に計

上しております。

 事務所については、退去に

伴うものであり、帳簿価額を

回収可能価額まで減額してお

ります。

 その内訳は、本社ビル422

百万円（内、建物及び構築物

410百万円、機械装置及び運

搬具1百万円、工具器具備品9

百万円）、絵画118百万円、

事務所23百万円であります。

 なお、資産の回収可能価額

は、正味売却価額を適用し、

本社ビル及び絵画については

売却契約に基づく金額、事務

所については回収可能価額を

零円で評価しております。

※５ 当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類

静岡県伊豆の国市遊休地 土地、構築物

静岡県駿東郡小山

町
遊休地

土地、構築物 

等

静岡県菊川市 遊休地 土地、構築物

静岡県藤枝市 遊休地
土地、建物 

等

群馬県甘楽郡下仁

田町
遊休地 土地

東京都中央区 事務所 建物 等

千葉県市川市 社員寮 建物 等

 当社グループは、事業の種

類別セグメントを基礎として

製品の性質、市場の類似性を

勘案して事業用資産をグルー

ピングしており、事業の用に

直接供していない遊休資産に

ついては個々にグルーピング

しております。

 遊休資産については、帳簿

価額に対し市場価格が下落し

ており、今後の使用見込みが

未確定なため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額しており

ます。

 また、事務所については、

退去が見込まれる状況となっ

たため、社員寮は売却が見込

まれる状況となったため、帳

簿価額を回収可能価額まで減

額しており、遊休資産と合算

した減少額を減損損失（933

百万円）として特別損失に計

上いたしました。

 その内訳は、建物695百万

円、構築物31百万円、機械装

置5百万円、工具器具備品8百

万円、土地192百万円であり

ます。

 なお、遊休資産の回収可能

価額は、正味売却価額を適用

し、時価は原則として不動産

鑑定基準に基づく鑑定評価に

よっておりますが、重要性の

ない物件については、固定資

産税評価額に基づいておりま

す。また、事務所については

回収可能価額を零円、社員寮

については契約額で評価して

おります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※６ 内訳は次のとおりでありま

す。

 投資資産等 
 売却損

1百万円

 

※６ 内訳は次のとおりでありま

す。

 投資資産等
 売却損

1百万円

※６ 内訳は次のとおりでありま

す。

事務所退去に伴う 
原状回復費用

109百万円

退職給付会計に係る 
簡便法から原則法 
への移行差異 
（旧日本生薬㈱）

74百万円

投資資産等売却損 1百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  14千株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 70,771 ― ― 70,771

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 207 14 ― 221

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 564 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 493 7.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 5,667百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△17百万円

現金及び現金同等物 5,650百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 21,964百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△70百万円

現金及び現金同等物 21,893百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 9,389百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△63百万円

現金及び現金同等物 9,326百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

借手側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

借手側

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

借手側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

145 3,726 3,872

減価償却 
累計額 
相当額

105 2,503 2,609

中間期末 
残高 
相当額

40 1,223 1,263

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

111 3,162 3,273

減価償却 
累計額 
相当額

92 2,054 2,146

中間期末 
残高 
相当額

18 1,107 1,126

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額

151 3,915 4,067

減価償却
累計額 
相当額

126 2,803 2,929

期末残高
相当額

25 1,111 1,137

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 721百万円

１年超 1,176百万円

合計 1,898百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 651百万円

１年超 991百万円

合計 1,642百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 663百万円

１年超 1,058百万円

合計 1,721百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 449百万円

減価償却費相当額 322百万円

支払利息相当額 67百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 370百万円

減価償却費相当額 279百万円

支払利息相当額 51百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 860百万円

減価償却費相当額 657百万円

支払利息相当額 127百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

親会社における茨城工場及び

研究所と連結子会社について

はリース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法、その他はリース期間を耐

用年数とし、各期の定率法償

却額に10／９を乗じた額を各

期の減価償却費相当額とする

方法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

  ・利息相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損
失はありませんので、項目等の記
載は省略しております。

（減損損失について）

同左

 

（減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

（前中間連結会計期間） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注） 有価証券について1百万円（その他有価証券で時価評価されていない株式1百万円）減損処理を行っておりま

す。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行うこととしております。 

  

区分

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 12,741 19,946 7,205

② 債券 143 132 △10

   社債 143 132 △10

③ その他 ― ― ―

合計 12,884 20,079 7,194

区分

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 137

合計 137



（当中間連結会計期間） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等についての減損処理は該当ありません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行うこととしております。 

  

区分

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 12,475 25,984 13,508

② 債券 111 109 △2

合計 12,587 26,094 13,506

区分

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 131

合計 131



（前連結会計年度） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注） 有価証券について15百万円（その他有価証券で時価のある株式13百万円、時価評価されていない株式1百万円）

    減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行うこととしております。 

  

区分

当連結会計年度末(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 12,469 24,444 11,975

② 債券 112 111 △1

合計 12,581 24,555 11,974

区分

当連結会計年度末
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 131

合計 131



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありませ

ん。 

  

(当中間連結会計期間) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありませ

ん。 

  

(前連結会計年度) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありませ

ん。 

  

(ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係) 

   該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション関係) 

   該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

医薬品事業 
(百万円)

家庭用品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,215 6,162 43,378 ― 43,378

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 37,215 6,162 43,378 ― 43,378

営業費用 29,710 6,278 35,988 ― 35,988

営業利益又は営業損失(△) 7,505 △116 7,389 ― 7,389

医薬品事業 
(百万円)

家庭用品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

36,902 6,400 43,303 ― 43,303

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 36,902 6,400 43,303 ― 43,303

営業費用 30,093 6,425 36,518 ― 36,518

営業利益又は営業損失(△) 6,809 △24 6,784 ― 6,784



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、製品の種類、性質、製造方法及び販売方法の類似性を考慮し、医薬品事業・家

庭用品事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分に属する主要製品 

  

 
３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度には、配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日) 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  

医薬品事業 
(百万円)

家庭用品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

75,439 14,979 90,419 ― 90,419

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 75,439 14,979 90,419 ― 90,419

営業費用 59,664 14,287 73,951 ― 73,951

営業利益 15,775 692 16,467 ― 16,467

事業区分 主要製品

医薬品事業 医療用医薬品、一般用医薬品 他

家庭用品事業 入浴剤、身体洗浄剤、ヘアケア製品、浴室洗浄剤 他



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

  (2) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 671.69円 900.06円 772.34円

１株当たり中間(当期)純利益 
金額

112.78円 122.17円 173.62円

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 64,554 ―

純資産の部の合計額から控除
する金額(百万円)

― 1,054 ―

(うち少数株主持分(百万円)) (―) (1,054) (―)

普通株式に係る中間期末の純
資産額(百万円)

― 63,499 ―

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末の普通株
式の数(千株)

― 70,550 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益金額 
(百万円)

7,961 8,620 12,380

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 125

(うち利益処分による 
役員賞与金(百万円))

(―) (―) (120)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益金額(百万円)

7,961 8,620 12,254

普通株式の期中平均株式数 
(千株)

70,594 70,556 70,583



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

  該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― ――――― （重要な資産の譲渡）

 当社（株式会社ツムラ）は、資本効率の

改善、さらなる収益率の向上を図るため、

平成18年３月22日開催の取締役会におきま

して、本社ビルおよび六番町ビルを売却す

ることを決議いたしました。

１．譲渡する相手会社の名称  

 ①本社ビル 

  住友不動産株式会社 

 ②六番町ビル 

  株式会社ニューシティ 

  コーポレーション 

２．譲渡資産の種類、譲渡前の使途 

 ①本社ビル 

  土地：2,479.33㎡ 建物：8,260.78㎡ 

  所在地：東京都千代田区二番町 

      12番地７ 

  現況：本社各部門 

 ②六番町ビル 

  土地：716.95㎡ 建物：4,205.09㎡ 

  所在地：東京都千代田区六番町２ 

  現況：本社部門の一部、 

     医薬営業本部の２支店 

３．譲渡の時期 

  平成18年３月22日 取締役会決議 

  平成18年３月24日 売買契約書締結 

  平成18年５月31日 物件引渡し 

４．譲渡価額 

 ①本社ビル 

  12,300百万円 

  （帳簿価額5,012百万円） 

 ②六番町ビル 

  3,370百万円 

  （帳簿価額2,758百万円）

 本件固定資産の売却に伴い7,384百

万円の売却益を平成19年３月期に計上

いたします。

５．その他

 当社は、本件売却先２社との間で、

物件引渡し期日である平成18年５月31

日から１年間の賃貸借契約を締結し、

この間は継続して、本件固定資産を本

社として使用しております。  

 また、上記賃貸借契約満了時以降

は、以下の物件について鹿島建設株式

会社との間で賃貸借契約を締結し、当

社の本社機能をここに移転する予定で

あります。

  名称：赤坂シグマタワービル（仮称）  

  所在地：東京都港区赤坂二丁目 

      1708番地 他  

  賃貸借契約先：鹿島建設株式会社  

  代表者：代表取締役社長 中村 満義  

  契約年月日：平成18年３月24日  

  移転予定年月：平成19年５月

  備考：本物件は平成19年２月の竣工を 

     予定しております。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 4,376 21,182 8,230

２ 受取手形 ※５ 11,473 4,440 9,814

３ 売掛金 14,991 22,688 17,757

４ 有価証券 20 ― ―

５ たな卸資産 15,473 16,421 15,742

６ 繰延税金資産 3,095 1,382 991

７ その他 3,739 3,446 3,792

貸倒引当金 △56 △8 △56

流動資産合計 53,113 42.7 69,553 50.0 56,272 42.9

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※
１
２

(1) 建物 18,137 14,684 18,111

(2) 機械装置 3,643 3,657 3,648

(3) 工具器具備品 1,019 906 1,034

(4) 土地 14,483 10,433 15,022

(5) 建設仮勘定 2,479 4,468 2,796

(6) その他 1,118 1,004 1,069

合計 40,881 32.9 35,156 25.3 41,683 31.7

２ 無形固定資産 462 0.4 460 0.3 479 0.4

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 20,196 26,226 24,687

(2) 関係会社株式 1,796 601 596

(3) 関係会社
長期貸付金

520 ― ―

(4) その他 7,548 7,389 7,841

貸倒引当金 △270 △216 △253

合計 29,791 24.0 34,001 24.4 32,872 25.0

固定資産合計 71,134 57.3 69,617 50.0 75,035 57.1

資産合計 124,248 100.0 139,170 100.0 131,308 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 ※５ 4,670 849 1,415

２ 買掛金 1,418 1,736 1,448

３ 短期借入金 ※２ 35,605 32,675 34,657

４ 未払金 3,409 7,624 6,592

５ 未払法人税等 140 5,456 607

６ 返品調整引当金 99 74 93

７ その他 ※５ 4,674 4,994 6,248

流動負債合計 50,017 40.2 53,411 38.4 51,061 38.9

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 13,920 7,531 11,056

２ 預り保証金 6,623 5,984 6,439

３ 繰延税金負債 1,976 4,612 3,985

４ 再評価に係る 
  繰延税金負債

1,522 1,803 1,803

５ 退職給付引当金 1,706 1,755 1,839

６ 役員退職慰労引当金 205 206 207

固定負債合計 25,954 20.9 21,893 15.7 25,331 19.3

負債合計 75,971 61.1 75,305 54.1 76,393 58.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 19,487 15.7 ― ― 19,487 14.8

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 1,940 ― 1,940

  資本剰余金合計 1,940 1.6 ― ― 1,940 1.5

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 196 ― 238

２ 中間(当期)
未処分利益

22,333 ― 25,732

  利益剰余金合計 22,529 18.1 ― ― 25,970 19.8

Ⅳ 土地再評価差額金 257 0.2 ― ― 669 0.5

Ⅴ その他有価証券
評価差額金

4,281 3.5 ― ― 7,125 5.4

Ⅵ 自己株式 △219 △0.2 ― ― △278 △0.2

資本合計 48,276 38.9 ― ― 54,915 41.8

負債及び資本合計 124,248 100.0 ― ― 131,308 100.0



  

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 19,487 ―

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 1,940 ―

   資本剰余金合計 ― 1,940 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 308 ―

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 33,558 ―

   利益剰余金合計 ― 33,866 ―

 ４ 自己株式 ― △323 ―

   株主資本合計 ―  ― 54,971 39.5 ―  ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
― 8,037 ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 186 ―

 ３ 土地再評価差額金 ― 670 ―

   評価・換算差額等 

   合計
―  ― 8,893 6.4 ―  ―

   純資産合計 ― ― 63,865 45.9 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 139,170 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 41,384 100.0 41,532 100.0 86,125 100.0

Ⅱ 売上原価 11,670 28.2 12,148 29.2 24,660 28.6

売上総利益 29,713 71.8 29,384 70.8 61,465 71.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 22,717 54.9 22,652 54.6 45,982 53.4

営業利益 6,996 16.9 6,732 16.2 15,483 18.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 348 0.8 323 0.8 709 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 758 1.8 724 1.8 1,611 1.9

経常利益 6,586 15.9 6,332 15.2 14,582 16.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 478 1.2 7,832 18.9 734 0.9

Ⅶ 特別損失 ※
４ 
５

324 0.8 725 1.7 1,509 1.8

税引前中間(当期)
純利益

6,739 16.3 13,438 32.4 13,807 16.0

法人税、住民税
及び事業税

39 5,369 487

法人税等調整額 △790 △750 △1.8 △511 4,858 11.7 1,698 2,185 2.5

中間(当期)純利益 7,490 18.1 8,580 20.7 11,621 13.5

前期繰越利益 15,642 ― 15,642

合併引継利益 ― ― 145

土地再評価差額金 
取崩額

799 ― 1,211

中間配当額 ― ― 423

中間配当に伴う利益
準備金積立額

― ― 42

中間(当期) 
未処分利益

22,333
 

― 25,732



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

資本 

準備金
利益
準備金

その他 

利益 

剰余金 利益
剰余金 
合計

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 19,487 1,940 238 25,732 25,970 △278 47,120

中間会計期間中の変動額

 利益準備金積立（注） 69 △69 ― ―

 剰余金の配当（注） △564 △564 △564

 役員賞与（注） △120 △120 △120

 中間純利益 8,580 8,580 8,580

 土地再評価差額金の取崩 △0 △0 △0

 自己株式の取得 △44 △44

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 69 7,826 7,895 △44 7,851

平成18年９月30日残高(百万円) 19,487 1,940 308 33,558 33,866 △323 54,971

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,125 ― 669 7,794 54,915

中間会計期間中の変動額

 利益準備金積立（注） ―

 剰余金の配当（注） △564

 役員賞与（注） △120

 中間純利益 8,580

 土地再評価差額金の取崩 △0

 自己株式の取得 △44

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

911 186 0 1,098 1,098

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

911 186 0 1,098 8,950

平成18年９月30日残高(百万円) 8,037 186 670 8,893 63,865

（注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基

準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定して

おります。)

 時価のないもの

移動平均法による原価

法

子会社株式及び関連会社株

式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定して

おります。)

 時価のないもの

同左

子会社株式及び関連会社株

式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入

法により処理し、売却

原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。)

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価

基準及び評価方法

(イ)評価基準

原価法

(ロ)評価方法

総平均法

(イ)評価基準

同左

(ロ)評価方法

同左

(イ)評価基準

同左

(ロ)評価方法

同左

３ 固定資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

 茨城工場及び研究所に

ついては定額法、その他

は定率法によっておりま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)につ

いては、定額法によって

おります。

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

３～65年

機械装置及び
車輛運搬具

３～17年

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

 無形固定資産について

は、定額法によっており

ます。

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

③ 長期前払費用

 主として法人税法に規

定する方法と同一の基準

によっております。

③ 長期前払費用

同左

③ 長期前払費用

同左



 
  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

 受取手形、売掛金等の

貸倒れによる損失に備え

るため、貸倒実績率によ

る計算額を計上している

ほか、貸倒懸念債権等特

定の債権に対する回収不

能見込額を個別に見積っ

て計上しております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 返品調整引当金

 中間期末日後の返品損

失に備えて、法人税法に

基づき同法による限度相

当額を計上しておりま

す。

② 返品調整引当金

 中間期末日後の返品損

失に備えて、将来の返品

見込損失額のうち当中間

会計期間の負担額を計上

しております。

② 返品調整引当金

 期末日後の返品損失に

備えて、法人税法に基づ

き同法による限度相当額

を計上しております。



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしておりま

す。

(追加情報) 

 当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成17

年４月１日に適格退職年

金制度について、規約型

企業年金であるキャッシ

ュバランスプランと確定

拠出型年金を組み合わせ

た退職給付制度へ移行

し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用して

おります。 

 本移行に伴う影響額

329百万円を特別利益に

計上しております。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしておりま

す。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しておりま

す。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしておりま

す。

(追加情報) 

 当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成17

年４月１日に適格退職年

金制度について、規約型

企業年金であるキャッシ

ュバランスプランと確定

拠出型年金を組み合わせ

た退職給付制度へ移行

し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用して

おります。 

 本移行に伴う影響額

329百万円を特別利益に

計上しております。



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④ 役員退職慰労引当金

  当社は、取締役及び監

査役の報酬制度を見直

し、退職慰労金制度廃止

に伴う打ち切り支給議案

が平成17年６月29日開催

の定時株主総会にて承認

可決されております。本

制度の廃止に伴い取締役

及び監査役に対し、同総

会終結時までの在任期間

に相当する退職慰労金を

各取締役及び監査役の退

任時に支給する旨の決議

をしております。 

 従って、当該決議以

降、当社の取締役及び監

査役に係る役員退職慰労

引当金はあらたに発生し

ておらず、当中間会計期

間末における役員退職慰

労引当金残高は当該決議

以前から在職している役

員に対する支給予定額で

あります。 

 ただし、当社の執行役

員の退職慰労金について

は、内規に基づく中間期

末要支給額を計上してお

ります。

④ 役員退職慰労引当金

同左

  

④ 役員退職慰労引当金

  当社は、取締役及び監

査役の報酬制度を見直

し、退職慰労金制度廃止

に伴う打ち切り支給議案

が平成17年６月29日開催

の定時株主総会にて承認

可決されております。本

制度の廃止に伴い取締役

及び監査役に対し、同総

会終結時までの在任期間

に相当する退職慰労金を

各取締役及び監査役の退

任時に支給する旨の決議

をしております。 

 従って、当該決議以

降、当社の取締役及び監

査役に係る役員退職慰労

引当金はあらたに発生し

ておらず、当事業年度末

における役員退職慰労引

当金残高は当該決議以前

から在職している役員に

対する支給予定額であり

ます。 

 ただし、当社の執行役

員の退職慰労金について

は、内規に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。

  



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

６ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

７ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

 主として繰延ヘッジ処

理を採用しております。

 なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満

たしている場合は振当処

理を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を

満たしている場合は特例

処理を採用しておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

 主として繰延ヘッジ処

理を採用しております。

 なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満

たしている場合は振当処

理を、金利スワップ及び

金利オプションについて

は特例処理の要件を満た

している場合は特例処理

を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ・ヘッジ手段

為替予約及び金利スワ

ップ

 ・ヘッジ対象

外貨建予定取引、短期

借入金及び長期借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ・ヘッジ手段

為替予約、金利スワッ

プ及び金利オプション

 ・ヘッジ対象

外貨建予定取引、短期

借入金及び長期借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ・ヘッジ手段

同左

 ・ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

 主として運用管理規則

に則って為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘ

ッジしております。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

 全て振当処理、特例処

理を採用しているため、

有効性評価は行っており

ません。

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理につい

て

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

 なお、仮払消費税等と

仮受消費税等は相殺し、

中間貸借対照表上流動負

債(その他)に359百万円

計上しております。

消費税等の会計処理につい

て

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

 なお、仮払消費税等と

仮受消費税等は相殺し、

中間貸借対照表上流動負

債(その他)に337百万円

計上しております。

消費税等の会計処理につい

て

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る

会計基準） 

 固定資産の減損に係る

会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年

８月９日）)及び「固定

資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準

適用指針第６号)を当中

間会計期間から適用して

おります。 

 これにより税引前中間

純利益は259百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額

については、改正後の中

間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接

控除しております。

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(固定資産の減損に係る

会計基準） 

 固定資産の減損に係る

会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年

８月９日）)及び「固定

資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準

適用指針第６号)を当事

業年度から適用しており

ます。 

 これにより税引前当期

純利益は931百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額

については、改正後の財

務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除

しております。
――――― （貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基

準等） 

 当中間会計期間から

「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の

合計に相当する金額は、

63,678百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間

における中間貸借対照表

の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則

の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則によ

り作成しております。

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

注№
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

54,527百万円

有形固定資産減価償却累計額

51,528百万円

有形固定資産減価償却累計額

56,287百万円

※２   有形固定資産のうち次のもの

を長期借入金(「１年内返済予

定長期借入金」を含む)14,120

百万円の担保に供しておりま

す。

  有形固定資産のうち次のもの

を長期借入金(「１年内返済予

定長期借入金」を含む)9,520百

万円の担保に供しております。

  有形固定資産のうち次のもの

を長期借入金(「１年内返済予

定長期借入金」を含む)11,818

百万円の担保に供しておりま

す。

 工場財団

建物 11,065百万円

構築物 746百万円

機械装置 2,351百万円

車輛運搬具 6百万円

工具器具備品 556百万円

土地 8,009百万円

計 22,735百万円

 工場財団

建物 10,814百万円

構築物 685百万円

機械装置 2,259百万円

車輛運搬具 1百万円

工具器具備品 547百万円

土地 8,009百万円

計 22,318百万円

 工場財団

建物 10,968百万円

構築物 714百万円

機械装置 2,310百万円

車輛運搬具 2百万円

工具器具備品 538百万円

土地 8,009百万円

計 22,544百万円

 

 財団以外のもの

建物 1,807百万円

土地 3,247百万円

計 5,055百万円

合計 27,791百万円

  当中間会計期間末において、

上記以外の有形固定資産1,421 

百万円の物件に、根抵当権(極

度額150百万円)を設定しており

ます。

  

 財団以外のもの

建物 1,764百万円

土地 3,247百万円

計 5,012百万円

合計 27,556百万円

  当中間会計期間末において、

上記以外の有形固定資産4,237

百万円の物件に、根抵当権(極

度額2,400百万円)を設定してお

ります。

   当事業年度末において、上記

以外の有形固定資産4,204百万

円の物件に、根抵当権(極度額

2,400百万円)を設定しておりま

す。



 
  

注№
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

 ３

 

偶発債務

  関係会社の銀行借入金及び仕

入債務に対し、債務保証及び保

証予約を行っております。

(仕入債務に対する債務保証)

PACIFIC  
MARKETING  
ALLIANCE, INC.

35百万円
 

計 35百万円

偶発債務

  関係会社の銀行借入金に対

し、債務保証を行っておりま

す。

 

偶発債務

  関係会社の銀行借入金及び仕

入債務に対し、債務保証を行っ

ております。

(仕入債務に対する債務保証)

PACIFIC 
MARKETING  
ALLIANCE, INC.

33百万円

計 33百万円

 

(銀行借入債務に対する債務保証

及び保証予約)

上海津村製薬 
有限公司

708百万円

日本生薬㈱ 193百万円

計 901百万円

 

 

(銀行借入債務に対する債務保

証)

上海津村製薬
有限公司

635百万円

計 635百万円

 
 

(銀行借入債務に対する債務保

証)

上海津村製薬 
有限公司

708百万円

計 708百万円

 ４  当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

 

貸出コミットメントライン

の総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 10,000百万円
 

貸出コミットメントライン

の総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 10,000百万円
 

貸出コミットメントライン

の総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 百万円

差引額 10,000百万円

※５

 

―――――

 
中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の当中間会計期間末日満

期手形を満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。

 

―――――

 受取手形 572百万円

支払手形 304百万円

流動負債 

「その他」 

(設備関係 

 支払手形)

23百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

注№
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 17百万円

受取配当金 162百万円

営業外収益の主要項目

受取利息 39百万円

受取配当金 176百万円

営業外収益の主要項目

受取利息 44百万円

受取配当金 264百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 595百万円

たな卸資産
処分損

23百万円

営業外費用の主要項目

支払利息 454百万円

たな卸資産
処分損

104百万円

営業外費用の主要項目

支払利息 1,139百万円

たな卸資産
処分損

129百万円

※３

 

特別利益の主要項目

固定資産売却益

 土地 59百万円

投資有価証券

売却益
63百万円

貸倒引当金戻入額 25百万円

退職給付制度改定

に伴う利益
329百万円

 

特別利益の主要項目

固定資産売却益

 建物及び構築物 181百万円

 機械装置及び 

 車輛運搬具
1百万円

 工具器具備品 0百万円

 土地 7,623百万円

貸倒引当金戻入額 25百万円

特別利益の主要項目

固定資産売却益

 建物及び構築物 20百万円

 機械装置及び 

 車輛運搬具
0百万円

 工具器具備品 0百万円

 土地 122百万円

投資有価証券 

売却益
219百万円

貸倒引当金戻入額 42百万円

退職給付制度改定 

に伴う利益
329百万円

※４

 

特別損失の主要項目

固定資産売却損

建物及び
構築物

5百万円

機械装置及び
車輛運搬具

0百万円

土地 0百万円

固定資産除却損

建物及び
構築物

14百万円

機械装置及び
車輛運搬具

1百万円

工具器具備品 39百万円

減損損失

建物及び 
構築物

62百万円

機械装置及び 
車輛運搬具

4百万円

工具器具備品 0百万円

土地 192百万円

投資有価証券等
評価損

1百万円

投資資産等 
売却損

0百万円

投資資産等
評価損

2百万円

 

特別損失の主要項目

固定資産売却損

建物及び
構築物

0百万円

固定資産除却損

建物及び
構築物

22百万円

機械装置及び
車輛運搬具

60百万円

工具器具備品 10百万円

減損損失

建物及び
構築物

434百万円

機械装置及び
車輛運搬具

1百万円

工具器具備品 128百万円

投資資産等
売却損

1百万円

関係会社出資金
評価損

64百万円

特別損失の主要項目

過年度損益 

修正損
214百万円

固定資産売却損

建物及び
構築物

5百万円

機械装置及び 
車輛運搬具

0百万円

工具器具備品 0百万円

土地 24百万円

固定資産除却損

建物及び
構築物

40百万円

機械装置及び
車輛運搬具

15百万円

工具器具備品 63百万円

減損損失

建物及び 

構築物
 727百万円

機械装置及び 

車輛運搬具
5百万円

工具器具備品  8百万円

土地  192百万円

投資有価証券等 
売却損

9百万円

投資有価証券等 
評価損

15百万円

投資資産等
評価損

2百万円

その他 184百万円



  

注№
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※５

 

減損損失

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

静岡県伊豆の国市遊休地 土地、構築物

静岡県駿東郡小山

町
遊休地

土地、構築物 

等

静岡県菊川市 遊休地 土地、構築物

静岡県藤枝市 遊休地
土地、建物 

等

群馬県甘楽郡下仁

田町
遊休地 土地

 当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として製品の性質、

市場の類似性を勘案して事業用

資産をグルーピングしており、

事業の用に直接供していない遊

休資産については個々にグルー

ピングしております。 

 事業用資産については減損の

兆候はありませんでしたが、上

記の資産グループについては、

遊休状態であり、帳簿価額に対

し市場価格が下落しており、今

後の使用見込みが未確定なた

め、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（259百万円）として特別損

失に計上いたしました。 

 その内訳は、建物36百万円、

構築物25百万円、機械装置4百

万円、工具器具備品0百万円、

土地192百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額を適

用し、時価は原則として不動産

鑑定基準に基づく鑑定評価によ

っておりますが、重要性のない

物件については、固定資産税評

価額に基づいております。

 

減損損失

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

東京都千代田区
本社ビ

ル
建物 等

東京都千代田区 絵画 工具器具備品

東京都中央区 事務所 建物

 当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として製品の性質、

市場の類似性を勘案して事業用

資産をグルーピングしており、

事業の用に直接供していない遊

休資産については個々にグルー

ピングしております。 

 本社ビル（土地、建物等）に

ついては、平成18年3月末にお

いて契約に基づき売却価格が決

定されておりましたが、その

後、平成18年5月末の売却時点

までに資産の種類ごとの売却価

格を検討した結果に基づき、今

期において建物等について、帳

簿価額と売却価格との差額を減

損損失として特別損失に計上し

ております。 

 なお、土地については、特別

利益として売却益7,333百万円

を計上しております。 

 絵画については、当該資産の

売却に伴うものであり、帳簿価

額と売却価格との差額を減損損

失として特別損失に計上してお

ります。 

 事務所については、退去に伴

うものであり、帳簿価額を回収

可能価額まで減額しておりま

す。 

 その内訳は、本社ビル422百

万円（内、建物408百万円、構

築物2百万円、機械装置1百万

円、工具器具備品9百万円）、

絵画118百万円、事務所23百万

円であります。 

 なお、資産の回収可能価額

は、正味売却価額を適用し、本

社ビル及び絵画については売却

契約に基づく金額、事務所につ

いては回収可能価額を零円で評

価しております。

 

減損損失

 当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

 

場所 用途 種類

静岡県伊豆の国市遊休地 土地、構築物

静岡県駿東郡小山

町
遊休地

土地、構築物

等

静岡県菊川市 遊休地 土地、構築物

静岡県藤枝市 遊休地
土地、建物 

等

群馬県甘楽郡下仁

田町
遊休地 土地

東京都中央区 事務所 建物 等

千葉県市川市 社員寮 建物 等

 当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として製品の性質、

市場の類似性を勘案して事業用

資産をグルーピングしており、

事業の用に直接供していない遊

休資産については個々にグルー

ピングしております。 

 遊休資産については、帳簿価

額に対し市場価格が下落してお

り、今後の使用見込みが未確定

なため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。 

 また、事務所については、退

去が見込まれる状況となったた

め、社員寮は売却が見込まれる

状況となったため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額してお

り、遊休資産と合算した減少額

を減損損失（933百万円）とし

て特別損失に計上いたしまし

た。 

 その内訳は、建物695百万

円、構築物31百万円、機械装置

5百万円、工具器具備品8百万

円、土地192百万円でありま

す。 

 なお、遊休資産の回収可能価

額は、正味売却価額を適用し、

時価は原則として不動産鑑定基

準に基づく鑑定評価によってお

りますが、重要性のない物件に

ついては、固定資産税評価額に

基づいております。また、事務

所については回収可能価額を零

円、社員寮については契約額で

評価しております。      



  

 
  

注№
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ 減価償却実施額

有形固定資産 1,007百万円

無形固定資産 65百万円

減価償却実施額

有形固定資産 953百万円

無形固定資産 69百万円

減価償却実施額

有形固定資産 2,086百万円

無形固定資産 132百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加14千株 

  

  

  
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 207 14 ― 221



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

借手側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械 

装置 

(百万円)

車輛 

運搬具 

(百万円)

工具器 

具備品 

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 

相当額
14 92 3,687 3,794

減価償却 

累計額 

相当額

12 67 2,473 2,553

中間期末 

残高 

相当額

1 25 1,214 1,241

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

借手側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
機械 

装置 

(百万円)

車輛 

運搬具 

(百万円)

工具器 

具備品 

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 

相当額
14 88 3,146 3,248

減価償却 

累計額 

相当額

13 71 2,046 2,131

中間期末 

残高 

相当額

0 16 1,100 1,116
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

借手側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
機械 

装置 

(百万円)

車輛 

運搬具 

(百万円)

工具器 

具備品 

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
14 128 3,903 4,046

減価償却

累計額 

相当額

13 106 2,796 2,916

期末残高

相当額
0 22 1,106 1,129

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 709百万円

１年超 1,162百万円

合計 1,872百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 646百万円

１年超 985百万円

合計 1,631百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 659百万円

１年超 1,053百万円

合計 1,712百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 440百万円

減価償却費相当額 315百万円

支払利息相当額 67百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 367百万円

減価償却費相当額 278百万円

支払利息相当額 50百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 848百万円

減価償却費相当額 646百万円

支払利息相当額 127百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

茨城工場及び研究所について

はリース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法、その他はリース期間を耐

用年数とし、各期の定率法償

却額に10/９を乗じた額を各

期の減価償却費相当額とする

方法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法   ・利息相当額の算定方法   ・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

同左 同左

(減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。

(減損損失について）

同左

 

(減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

    (2) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 683.96円 905.25円 776.53円

１株当たり中間(当期)純利益 
金額

106.11円 121.61円 162.95円

前中間会計期間末
（平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額 
（百万円）

― 63,865 ―

純資産の部の合計額から 
控除する金額（百万円）

― ― ―

普通株式に係る中間期末の 
純資産額（百万円）

― 63,865 ―

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた中間期末の 
普通株式の数（千株）

― 70,550 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益金額 
(百万円)

7,490 8,580 11,621

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 120

(うち利益処分による 
役員賞与金(百万円))

(―) (―) (120)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益金額(百万円)

7,490 8,580 11,501

普通株式の期中平均株式数 
(千株)

70,594 70,556 70,583



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当社と当社の子会社である日本

生薬株式会社は、平成17年７月11

日開催の当社取締役会において、

また、平成17年７月27日開催の日

本生薬株式会社の臨時株主総会に

おいてそれぞれ承認決議された合

併契約書に基づき、平成17年10月

１日付けで簡易合併いたしまし

た。 

 この合併は、当社グループ内で

培った医薬品原料（生薬）の加

工・管理・品質保証体制の効率

化・強化を目的としたものであり

ます。  

① 日本生薬株式会社は当社に

吸収合併されたことにより、

平成17年10月１日に消滅いた

しました。

② 当社は日本生薬株式会社の株

式をすべて所有しているた

め、合併による新株の発行は

実施しておりません。

③ 日本生薬株式会社は、生薬・

食料品の加工製造、売買、輸

出入等を事業としており、合

併期日において当社は、日本

生薬株式会社の資産、負債及

び権利義務の一切を引き継い

でおります。

なお、日本生薬株式会社の平成

17年４月１日から平成17年９月30

日までの経営成績及び平成17年９

月30日現在の財政状態並びに従業

員数は次のとおりであります。 

売上高       670百万円 

中間純利益      52百万円 

資産       2,563百万円 

負債       1,217百万円 

資本       1,345百万円 

従業員数         86名

―――――
  

―――――

――――― ――――― （重要な資産の譲渡） 

 重要な資産の譲渡につきまして

は、「第一部 企業情報 第５

経理の状況 １中間連結財務諸表

等 （1）中間連結財務諸表 （重

要な後発事象）」をご参照くださ

い。



  

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― 
 

（重要な会社分割） 

 当社は、平成18年3月22日の取締役

会決議に基づき、平成18年6月22日

に、当社の100％子会社であるツムラ

ライフサイエンス株式会社を新たに

設立し、当該子会社に対して、平成

18年10月1日に、当社の家庭用品事業

を分割承継いたしました。 

 家庭用品事業につきましては、平

成18年3月期に営業黒字化を達成いた

しました。しかしながら、当社の主

力である医薬品事業とは業態が大き

く異なっておりますことなどから、

間接費用の負担軽減等により事業の

継続と自立をより強力に推し進める

ために組織を再編することとし、家

庭用品事業を分社することを決定し

たものです。

 １．会社分割する事業の内容、 

   規模（直近期の売上高）

 ①事業内容 

入浴剤(バスクリン、日本 の

名湯など)・育毛剤（インセン

ト、モウガなど）等の医薬部外

品、浴室洗浄剤バスピカの他、

ボディソープ（なごみ）等の化

粧品、キッチン周り用洗浄除菌

水（キッチンアクアショット）

等の製造販売

 ②事業規模 

売上高12,834百万円（平成18年

3月期）

 ２．会社分割の形態

当社を分割会社、ツムラライフサ

イエンス株式会社を承継会社とする

吸収分割で、簡易分割の方法により

実施いたしました。

 ３．承継会社の名称、住所、代表 

   者の氏名、資産・負債及び純 

   資産の額

 ①名称 

ツムラ ライフサイエンス株式

会社

 ②住所 

東京都千代田区 

（平成18年10月1日からの住所

は東京都港区であります。）

 ③代表者の氏名 

代表取締役社長 古賀和則

 ④資産・負債及び純資産の額 

承継前 資本金   5百万円 

承継後 資産  4,470百万円 

    負債   869百万円 

    純資産 3,601百万円
   （資本金  200百万円）

――――― 
 



(追加情報) 

  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

――――― 
 

―――――
 

（重要な会社分割） 

 当社は、平成18年３月22日開催

の取締役会におきまして、平成18

年10月１日を期して、当社の家庭

用品事業を会社分割し、当社の

100％子会社を新たに設立すること

を決議いたしました。 

 家庭用品事業につきましては、

平成18年３月期に営業黒字化を達

成いたしました。しかしながら、

当社の主力である医薬品事業とは

業態が大きく異なっておりますこ

となどから、間接費用の負担軽減

等により事業の継続と自立をより

強力に推し進めるために組織を再

編することとし、家庭用品事業を

分社することを決定したもので

す。 

 

１．会社分割する事業の内容

 入浴剤(バスクリン、日本の

名湯など)・育毛剤（インセン

ト、モウガなど）等の医薬部

外品、浴室洗浄剤バスピカの

他、ボディソープ（なごみ）

等の化粧品、キッチン周り用

洗浄除菌水（キッチンアクア

ショット）等の製造販売 

 

２．事業規模（直近期の売上高）

 売上高12,834百万円 

（平成18年３月期）



(2) 【その他】 

（中間配当） 

平成18年10月31日開催の取締役会において、第71期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の中間配当を当社定款第46条の規定に基づき、次のとおり行う旨決議いたしました。 

（１）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・493百万円 

（２）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・７円 

（３）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・平成18年12月４日 

（注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払い

を行います。   

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第70期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長

に提出 

  

(2) 臨時報告書の訂正報告書 

  平成18年７月４日関東財務局長に提出 

平成18年３月22日提出の臨時報告書（家庭用品事業の会社分割）の訂正報告書であります。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

株式会社ツムラ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ツムラの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ツムラ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を

作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口     潤  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  爪  輝  義  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

株式会社ツムラ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ツムラの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ツムラ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

なお、当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務

を継続的に行っている。 

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  山  秀  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  爪  輝  義  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

株式会社ツムラ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ツムラの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ツムラの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間

より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口     潤  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  爪  輝  義  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

株式会社ツムラ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ツムラの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第71期事業年度の中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ツムラの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は新たに設立した100％子会社であるツムラライフサイエ

ンス株式会社に対して、平成18年10月１日に家庭用品事業を分割承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

なお、当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務

を継続的に行っている。 

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  山  秀  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  爪  輝  義  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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